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報告事項(１) 沼津市地域公共交通協議会条例の一部改正について 

   
道路運送法と道路運送法施行規則の施行に伴い、令和 5年 10月 1 日以降に運賃等の協議を調える

場は、地域公共交通会議ではなく、道路運送法第 9 条第 4 項で規定する協議会において行う必要が
あることから、沼津市地域公共交通協議会条例の一部改正を行いました。 
今後の運賃等の協議については、沼津市地域交通協議会委員のうち、運賃等を定める一般乗合旅

客自動車運送事業者、静岡運輸支局、市長が関係住民の意見を代表する者として指名する者に構成
員を限定した「協議運賃会議」にて協議をし、通常の協議会の会議では意見聴取や報告を行うこと
とします。 
 なお、住民、利用者その他利害関係者の意見を反映させるため、協議の 1 か月前には広報ぬまづ
又は市HP にて意見募集の掲載を行うこととします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 「二 当該運賃等を定めようとする一般乗合旅客自動車運送事業者」が複数ある場合は、1事業者ずつ協議運賃会議を行います。 

※ 今後の地域公共交通協議会においては、協議運賃について協議は行わず、意見聴取や報告を行うものとします。 

これまで運賃・料金等については、地域公共交通会議にて協議 
 【旧】道路運送法 第 9条第 4項概要 
一般乗合旅客自動車運送事業者が、旅客の利便の増進を図るために乗合旅客の運送を行う場合において、運賃等について

関係者間の協議が調つたときは、あらかじめ、その旨を国土交通大臣に届け出ることをもつて足りる。 

【旧】道路運送法施行規則 第 9条の 2概要 
 法第９条第４項の協議が調つたときとは、地域公共交通会議又は（活性化）協議会において協議が調つているときとする。 

運賃を協議するための協議会を新たに設置 
 
【新】道路運送法 第 9条第 4項概要 
  一般乗合旅客自動車運送事業者は、次に掲げる者を構成員とする協議会において、路線等に係る運賃等について協議が
調つたときは、協議が調つた事項を国土交通大臣に届け出ることにより、当該運賃等を定めることができる。 
一 市町村（特別区を含む。以下同じ。）又は都道府県 
二 当該運賃等を定めようとする一般乗合旅客自動車運送事業者 
三 地方運輸局長 
四 市町村の長又都道府県の知事が関係住民の意見を代表する者として指名する者 

協議の前に公聴会の開催等により住民等の意見を聞く 
【新】道路運送法 第 9条第５項概要 
 市町村又は都道府県は、同項の協議をするときは、あらかじめ、
公聴会の開催その他の住民、利用者その他利害関係者の意見を
反映させるために必要な措置を講じなければならない。 

令和 5年 10月 1日以降 
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○沼津市地域公共交通協議会条例（平成三十一年三月二十五日条例第十二号）の一部を改正する条例

新旧対照表 

部署名：まちづくり政策課 

 

 

旧 新 

○沼津市地域公共交通協議会条例 ○沼津市地域公共交通協議会条例 

平成31年３月25日条例第12号 平成31年３月25日条例第12号 

改正 改正 

令和３年３月１日条例

第２号 

令和３年３月１日条例

第２号 

 令和５年12月22日条例 

第26号 

沼津市地域公共交通協議会条例 沼津市地域公共交通協議会条例 

（設置） （設置） 

第１条 地域公共交通の活性化及び再生に関する

法律（平成19年法律第59号。第３条第２項第１号

において「活性化再生法」という。）第６条第１

項の規定に基づき、沼津市地域公共交通計画（以

下「公共交通計画」という。）の作成及び実施に

関し必要な協議等を行うとともに、道路運送法

（昭和26年法律第183号）の規定に基づき、市民

の生活に必要な旅客輸送の確保その他の旅客の

利便の増進を図るために必要な協議を行うた

め、沼津市地域公共交通協議会（以下「協議会」

という。）を置く。 

第１条 地域公共交通の活性化及び再生に関する

法律（平成19年法律第59号。第３条第２項第１号

において「活性化再生法」という。）第６条第１

項の規定に基づき、沼津市地域公共交通計画（以

下「公共交通計画」という。）の作成及び実施に

関し必要な協議等を行うとともに、道路運送法

（昭和26年法律第183号）の規定に基づき、市民

の生活に必要な旅客輸送の確保その他の旅客の

利便の増進を図るために必要な協議を行うた

め、沼津市地域公共交通協議会（以下「協議会」

という。）を置く。 

（所掌事務） （所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項を所掌する。 第２条 協議会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(１) 公共交通計画の作成、変更及び実施の協

議に関する事項 

(１) 公共交通計画の作成、変更及び実施の協

議に関する事項 

(２) 地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送

の態様、運賃及び料金等に関する事項 

(２) 地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送

の態様等に関する事項 

（新設） (３) 地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送

の運賃及び料金の設定又は変更に関する事項 

(３) その他地域公共交通に関し協議会が必要

と認める事項 

(４) その他地域公共交通に関し協議会が必要

と認める事項 

（組織） （組織） 

第３条 協議会は、委員30人以内で組織する。 第３条 協議会は、委員30人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱

し、又は任命する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱

し、又は任命する。 

(１) 活性化再生法第２条第２号に規定する公

共交通事業者等 

(１) 活性化再生法第２条第２号に規定する公

共交通事業者等 

(２) 道路運送法施行規則（昭和26年運輸省令

第75号）第９条の３第１項第２号及び第５号

に規定する団体 

(２) 道路運送法施行規則（昭和26年運輸省令

第75号）第４条の２第１項第２号及び第５号

に規定する団体 

(３) 公共交通計画に定めようとする事業を実

施すると見込まれる者 

(３) 公共交通計画に定めようとする事業を実

施すると見込まれる者 

(４) 学識経験者 (４) 学識経験者 

(５) 公募による市民 (５) 公募による市民 

(６) 関係行政機関の職員 (６) 関係行政機関の職員 

資料７－２ 
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(７) 市の職員 (７) 市の職員 

(８) その他市長が必要と認める者 (８) その他市長が必要と認める者 

（任期） （任期） 

第４条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げな

い。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

第４条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げな

い。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

（会長及び副会長） （会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長を置き、委員の

互選により定める。 

第５条 協議会に会長及び副会長を置き、委員の

互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 ２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき

又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき

又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） （会議） 

第６条 協議会の会議（以下この条において「会

議」という。）は、会長が招集し、会議の議長と

なる。 

第６条 協議会の会議（以下この条において「会

議」という。）は、会長が招集し、会議の議長と

なる。 

２ 協議会は、委員の半数以上が出席しなければ、

会議を開くことができない。 

２ 協議会は、委員の半数以上が出席しなければ、

会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否

同数のときは、議長の決するところによる。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否

同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 協議会は、必要があると認めるときは、会議へ

の関係者の出席を求めてその意見若しくは説明

を聞き、又は必要な資料の提出を求めることが

できる。 

４ 協議会は、必要があると認めるときは、会議へ

の関係者の出席を求めてその意見若しくは説明

を聞き、又は必要な資料の提出を求めることが

できる。 

 （協議運賃会議） 

（新設） 第７条 前条の規定にかかわらず、第２条第３号

に規定する事項について協議を行うときは、委

員のうち道路運送法第９条第４項に掲げる者の

みが出席する会議（以下「協議運賃会議」とい

う。）において行うものとする。 

 ２ 前条第１項から第３項までの規定は、協議運

賃会議に準用する。この場合において、同条第１

項中「協議会の会議（以下この条において「会議」

という。）は、会長」とあるのは「協議運賃会議

は、市の職員」と、同条第２項中「協議会」とあ

るのは「協議運賃会議」と読み替えるものとす

る。 

（部会） （部会） 

第７条 協議会は、必要に応じ、部会を置くことが

できる。 

第８条 協議会は、必要に応じ、部会を置くことが

できる。 

２ 部会に属する委員は、会長が指名する。 ２ 部会に属する委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、会長の指名する委員を

これに充てる。 

３ 部会に部会長を置き、会長の指名する委員を

これに充てる。 

４ 部会は、部会長が招集し、部会長は部会の会議

の議長となる。 

４ 部会は、部会長が招集し、部会長は部会の会議

の議長となる。 

５ 部会長に事故あるとき又は部会長が欠けたと

きは、部会に属する委員のうちから部会長があ

らかじめ指名する者がその職務を代理する。 

５ 部会長に事故あるとき又は部会長が欠けたと

きは、部会に属する委員のうちから部会長があ

らかじめ指名する者がその職務を代理する。 

６ 前条第３項及び第４項の規定は、部会の会議６ 第６条第３項及び第４項の規定は、部会の会
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に準用する。この場合において、前条第４項中

「協議会」とあるのは、「部会」と読み替えるも

のとする。 

議に準用する。この場合において、同条第４項中

「協議会」とあるのは、「部会」と読み替えるも

のとする。 

（庶務） （庶務） 

第８条 協議会の庶務は、都市計画部において処

理する。 

第９条 協議会の庶務は、都市計画部において処

理する。 

（委任） （委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、協議会の

運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

第10条 この条例に定めるもののほか、協議会の

運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

付 則 付 則 

この条例は、平成31年４月１日から施行する。 この条例は、平成31年４月１日から施行する。 

付 則（令和３年３月１日条例第２号） 付 則（令和３年３月１日条例第２号） 

この条例は、公布の日から施行する。 この条例は、公布の日から施行する。 

 付 則（令和５年 月 日条例第 号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

摘 

要 

改正理由 道路運送法等の一部改正に伴い、地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送に係る運

賃及び料金について、道路運送法に定める構成員で協議することを定めるものである。 

 



Chubu District Transport Bureau

乗合事業に係る協議運賃の取扱いについて

令和５年９月

中部運輸局



中部運輸局道路運送法の改正（令和５年１０月１日施行）

1

【新】
（一般乗合旅客自動車運送事業の運賃及び料金）
第九条
４ 一般乗合旅客自動車運送事業者は、次に掲げる者を構成員とする協議会において、地域における需要に応じ当該地域の住民の生活
のための旅客の運送を確保する必要がある路線又は営業区域）以下この項において「路線等」という。）に係る運賃等について協議が
調つたときは、第一項及び前項の規定にかかわらず、当該協議が調つた事項を国土交通大臣に届け出ることにより、当該運賃等を定め
ることができる。当該協議会において当該運賃等の変更について協議が調つたときも、同様とする。
一 当該路線等をその区域に含む市町村（特別区を含む。以下同じ。）又は都道府県
二 当該運賃等を定めようとする一般乗合旅客自動車運送事業者
三 当該路線等を管轄する地方運輸局長
四 第一号に規定する市町村の長又は同号に規定する都道府県の知事が関係住民の意見を代表する者として指名する者

５ 前項第一号に掲げる者は、同項の協議をするときは、あらかじめ、公聴会の開催その他の住民、利用者その他利害関係者の意見を
反映させるために必要な措置を講じなければならない。

【旧】
（一般乗合旅客自動車運送事業の運賃及び料金）
第九条
４ 一般乗合旅客自動車運送事業者が、地域における需要に応じ当該地域の住民の生活に必要な旅客輸送の確保その他の旅客の利便の
増進を図るために乗合旅客の運送を行う場合において、国土交通省令で定めるところにより、当該運送に係る運賃等について地方公共
団体、一般乗合旅客自動車運送事業者、住民その他の国土交通省令で定める関係者間の協議が調つたときは、当該一般乗合旅客自動車
運送事業者は、第一項及び前項の規定にかかわらず、あらかじめ、その旨を国土交通大臣に届け出ることをもつて足りる。これを変更
しようとするときも同様とする。

道路運送法（昭和26年法律第183号）

当該乗合事業者のみが参加

公聴会の開催等が義務付け

運賃を協議するための協議会を新たに設置・・・構成員は以下４者



中部運輸局改正後の地域公共交通会議

地域公共交通会議

根拠
道路運送法施行規則
（第９条の３）

主な協議事項

・乗合旅客運送の態様
（路線定期・不定期、 区域）

・運賃・料金等に関する事項

・自家用有償旅客運送の必要性、
交通事業者による困難性

・旅客から収受する対価に関す
る事項 等

対象 バス、タクシー、自家用有償旅客
運送

構成員

市町村又は都道府県

一般旅客自動車運送事業者及びそ
の組織する団体

住民又は旅客

運輸局

事業者の運転者組織

道路管理者

都道府県警察

学識経験者その他地域公共交通会
議の運営上必要と認められる者

地域公共交通会議

根拠
道路運送法施行規則
（第４条の２）

主な協議事項

・乗合旅客運送の態様
（路線定期・不定期、 区域）

・自家用有償旅客運送の必要性、
交通事業者による困難性

・旅客から収受する対価に関す
る事項 等

対象 変更なし

構成員 変更なし

法第９条第４項の協議会
（協議運賃）

根拠 道路運送法（第９条第４項）

協議事項 運賃・料金等に関する事項

対象 一般乗合旅客運送

構成員

市町村又は都道府県

運賃等を定めようとする一般乗合旅客
自動車運送事業者

運輸局

関係住民の意見を代表する者として指
名する者

2



中部運輸局法第９条第５項の公聴会の開催等について

3

道路運送法第９条第４項の規定による運賃等の協議にあたっては、あらかじめ、市町村の長又は都道府県知事は
公聴会の開催、パブリックコメントの実施等により住民、利用者その他利害関係者の意見を反映させるために必
要な措置を講じる必要がある。

道路運送法第９条第５項

運送する路線等にかかる住民、利用者、利害関係者へ広く意見を求める手法としては、法令上、公聴会の開催は
例示であり、以下の方法などが想定される。

①公聴会の開催
（住民）
（利用者）
（利害関係者）

③市政広報誌への掲載
（住民）
（利用者）
（利害関係者）

②パブリックコメントの募集
（住民）
（利用者）
（利害関係者）

⑤事業者団体へのヒアリング

（利害関係者）

上記①、②、③はいずれかを実施、④と⑤は併せて実施することで道路運送法第９条第５項を満たすものと考
えられる。 

※（ ）内は想定する対象者

公聴会等の手法

④アンケート調査 ＋
（住民）
（利用者）



中部運輸局

4

法定協議会 地域公共交通会議 運営協議会 地域協議会

根拠
地域公共交通の活性化及び再生
に関する法律
（第６条）

道路運送法施行規則
（第９条の３）

道路運送法施行規則
（第 51 条の８）

道路運送法施行規則
（第 15 条の４第２項）

主宰 市町村（複数可）又は都道府県 市町村（複数可）又は都道府県 市町村（複数可）又は都道府県 都道府県

主な協議事項

・地域公共交通計画の作成
及び実施に関し必要な事項

・道路運送法の各種特例（右
の地域公共交通会議、運営
協議会と同じ）

・乗合旅客運送の態様
（路線定期・不定期、区域）
・運賃・料金等に関する事項
・自家用有償旅客運送の必要性、
交通事業者による困難性

・旅客から収受する対価に関す
る事項 等

・自家用有償旅客運送の必要性、
交通事業者による困難性

・旅客から収受する対価に関す
る事項

※特定非営利活動法人等（申請
者）に意見を聴取

・地域住民の生活に必要な
旅客輸送を確保するため
の枠組みづくり

・具体的な路線に係る生活
交通の確保に関する計画
の作成

※特例は路線の休廃止のみ

対象 多様な交通モード
バス、タクシー、自家用有償旅
客運送

自家用有償旅客運送 特に定めない

構成員

主宰者（市町村又は都道府県）

公共交通事業者・道路管理者・
港湾管理者その他事業を実施す
ると見込まれる者

公安委員会、利用者、学識経験
者その他地方公共団体が認める
者

※道路運送法の特例を受ける
ためには、地域公共交通会
議の構成員を満たす必要が
ある

主宰者（市町村又は都道府県）

一般旅客自動車運送事業者及び
その組織する団体

住民又は旅客

運輸局

事業者の運転者組織

道路管理者

都道府県警察

学識経験者その他地域公共交通
会議の運営上必要と認められる
者

主宰者（市町村又は都道府県）

一般旅客自動車運送事業者及び
その組織する団体

住民又は旅客

運輸局

事業者の運転者組織

現に自家用有償旅客運
送を行っている特定非
営利活動法人等

学識経験を有する者その他の運
営協議会の運営上必要と認めら
れる者

少なくとも都道府県、関係
市町村、運輸局、関係旅客
自動車運送事業者

※分科会等を地域ごとに組
織することも可

【参考】 改正前の各種会議体の比較



中部運輸局

法定協議会 地域公共交通会議 運営協議会 法第９条第４項の協議会 地域協議会

根拠
地域公共交通の活性化及び再生
に関する法律
（第６条）

道路運送法施行規則
（第４条の２）

←地域公共交通
会議へ統合

※ただし、経過措
置により現に存
する改正前の道
路運送法施行規
則第５１条の７
第１号に規定す
る運営協議会は、
改正後の道路運
送法施行規則第
４条第２項に規
定する地域公共
交通会議とみな
される。

道路運送法
（第９条第４項）

道路運送法施行規則
（第 15 条の４第２項）

主宰
市町村（複数可）又は
都道府県

市町村（複数可）又は
都道府県

特に定めない 都道府県

主な協議事項

・地域公共交通計画の作成
及び実施に関し必要な事項

・道路運送法の各種特例（右
の地域公共交通会議、運営
協議会と同じ）

・乗合旅客運送の態様
（路線定期・不定期、区域）

・自家用有償旅客運送の必要性、
交通事業者による困難性

・旅客から収受する対価に関す
る事項 等

※特定非営利活動法人等（申
請者）に意見を聴取

・運賃・料金等に関する
事項

・地域住民の生活に必要
な旅客輸送を確保する
ための枠組みづくり

・具体的な路線に係る生
活交通の確保に関する
計画の作成

※特例は路線の休廃止
のみ

対象 多様な交通モード
バス、タクシー、自家用有償旅
客運送

一般乗合旅客運送 特に定めない

構成員

主宰者（市町村又は都道府県）

公共交通事業者・道路管理者・
港湾管理者その他事業を実施す
ると見込まれる者

公安委員会、利用者、学識経験
者その他地方公共団体が認める
者

※道路運送法の特例を受ける
ためには、地域公共交通会
議の構成員を満たす必要が
ある

主宰者（市町村又は都道府県）

一般旅客自動車運送事業者及び
その組織する団体

住民又は旅客

運輸局

事業者の運転者組織

道路管理者

都道府県警察

学識経験者その他地域公共交通
会議の運営上必要と認められる
者

※現に自家用有償旅客運送を
行っている特定非営利活動
法人等

市町村又は都道府県

運賃等を定めようとする一般乗
合旅客自動車運送事業者

運輸局

関係住民の意見を代表する者と
して指名する者

※市町村又は都道府県は 協議
するときは、あらかじめ、公
聴会の開催等関係者の意見を
反映させるために必要な措置
を講じる

少なくとも都道府県、関係
市町村、運輸局、関係旅客
自動車運送事業者

※分科会等を地域ごとに組
織することも可

5

【参考】 改正後の各種会議体の比較（令和５年１０月１日施行）


	資料7_沼津市地域公共交通協議会条例の一部改正について
	01_沼津市地域公共交通協議会条例の一部改正について.pdf
	02_新旧（協議会条例・議案文修正後）.pdf

	【資料7_参考資料】【中部運輸局】202310乗合協議運賃の取扱いの変更について（協議会用）
	スライド 0: 乗合事業に係る協議運賃の取扱いについて
	スライド 1: 道路運送法の改正（令和５年１０月１日施行）
	スライド 2: 改正後の地域公共交通会議
	スライド 3: 法第９条第５項の公聴会の開催等について
	スライド 4: 【参考】　改正前の各種会議体の比較
	スライド 5: 【参考】 改正後の各種会議体の比較（令和５年１０月１日施行）


